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本庁舎耐震対策基本本庁舎耐震対策基本本庁舎耐震対策基本本庁舎耐震対策基本方針方針方針方針    

総合計画（２０２０プラン）で掲げる「庁舎の長寿命化の検討」の一環と

して、平成２５年度に本庁舎の耐震診断を実施し、本年２月１３日に、第三

者機関の耐震判定員会で公式に耐震診断の評定を取得したが、その結果、本

庁舎の耐震性能は、耐震改修促進法で求める安全基準を満たしていないこと

が明らかとなった。 

そこで、本庁舎の耐震対策は緊急度が高く、時間的制約を受けることから、

速やかに耐震改修工事による耐震化を図っていくものであるが、その基本方

針を次のとおり示す。 

 

１１１１    耐震診断結果耐震診断結果耐震診断結果耐震診断結果のののの概要概要概要概要についてについてについてについて                                                                                                        
    

１１１１－－－－１１１１    本庁舎本庁舎本庁舎本庁舎のののの建築概要建築概要建築概要建築概要    

（１） 構  造：鉄筋コンクリート造 

（２） 階  数：地上５階、地下１階、塔屋３階 

（３） 延べ面積：７，４８３．０８㎡ 

（４） 建築年月：昭和４４年１０月開庁（築４４年） 

（５） 補強歴等：平成９年～１０年耐震補強 

 

１１１１－－－－２２２２    耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能    

（（（（１１１１））））    構造耐震指標構造耐震指標構造耐震指標構造耐震指標（（（（上段上段上段上段：Ｉｓ：Ｉｓ：Ｉｓ：Ｉｓ値値値値、、、、下段下段下段下段ＣＴｕＣＴｕＣＴｕＣＴｕ・・・・ＳＤ）ＳＤ）ＳＤ）ＳＤ）    

  １ 階 ２ 階 ３ 階 ４ 階 ５ 階 

Ｘ 方 向  

（長辺方向） 

0.34 

0.37 

0.23 

0.25 

0.20 

0.22 

0.20 

0.22 

0.33 

0.27 

Ｙ 方 向  

（短辺方向） 

0.35 

0.22 

0.33 

0.18 

0.29 

0.19 

0.37 

0.28 

0.44 

0.25 
    

※※※※参考参考参考参考：：：：（（（（耐震改修促進法耐震改修促進法耐震改修促進法耐震改修促進法にににに基基基基づくづくづくづく安全基準安全基準安全基準安全基準））））     

耐震強度 Is値が 0.3 未満 
Is値が 0.3 以上 

0.6 未満 
Is値が 0.6 以上 

建築物の地震に対す

る安全性 

倒壊又は崩壊の危険

性が高高高高いいいい 

倒壊又は崩壊の危険

性があるあるあるある 

倒壊又は崩壊する危

険性が低低低低いいいい 

 

※ Ｉｓ値とは、新耐震基準（昭和５６年）施行以前の建築物についての構造耐震指標のことをい

い、建築物の地震に対する安全性を示す指標となる。 

耐震改修促進法で必要とするＩｓ値は０．６以上である。 

    ※ ＣＴｕ・ＳＤとは、変形能力を考慮しない建物強度の指標値で、累積強度(CTu)と建物の形状(SD)

との積で求められる。（安全性の判定基準では０．３以上を必要とする。） 

平成平成平成平成２６２６２６２６年年年年９９９９月策定月策定月策定月策定    
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（（（（２２２２））））    コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート試験試験試験試験    

【【【【圧縮強度試験圧縮強度試験圧縮強度試験圧縮強度試験結果結果結果結果】】】】    

階数 設計基準強度 圧縮試験調査結果圧縮試験調査結果圧縮試験調査結果圧縮試験調査結果    

地下１階～５階 ２０．６ N/㎟ ２９２９２９２９．．．．６６６６N/N/N/N/㎟㎟㎟㎟（（（（平均平均平均平均））））    

（所見内容） 

・ コンクリート平均圧縮強度が設計基準強度を上回っており問題ない。 
    

※※※※参考参考参考参考：：：：（（（（構造体構造体構造体構造体のののの耐久性耐久性耐久性耐久性））））     

【【【【建築工事標準仕様書建築工事標準仕様書建築工事標準仕様書建築工事標準仕様書・・・・同解説同解説同解説同解説ＪＡＳＳＪＡＳＳＪＡＳＳＪＡＳＳ５５５５鉄筋鉄筋鉄筋鉄筋コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート工事工事工事工事    日本建築学会日本建築学会日本建築学会日本建築学会によるによるによるによる】】】】     

計画供用期間の級 計画供用期間 
コンクリートの 

耐久設計基準強度 

標準供用級 ６５年 ２４N/㎟ 

長期供用級 １００年 ３０N/㎟ 

※ 上述のとおり、新築の計画供用期間６５年のときの耐久設計基準強度は２４N/㎟であり、本庁舎

のコンクリート強度は、現在でも新築と同等の強度を維持している結果であった。 
    

【【【【中性化試験中性化試験中性化試験中性化試験結果結果結果結果】】】】    

階数 鉄筋被り基準 中性化試験結果中性化試験結果中性化試験結果中性化試験結果    

地下１階～５階 ３０㎜ １５１５１５１５．．．．１１１１㎜㎜㎜㎜（（（（平均平均平均平均））））    

（所見内容） 

・ 平均的には鉄筋位置まで中性化は進んでいない。一部鉄筋位置まで中性

化が進行している部分があったが、鉄筋の腐食による顕著な劣化はない。 
    

（（（（３３３３））））    そのそのそのその他特記事項他特記事項他特記事項他特記事項    

    耐震診断結果を踏まえ、次の内容について追加調査を行った。 

【【【【床床床床についてについてについてについて】】】】    

・ 追加調査の結果、本庁舎の床は、設計図書のとおり、曲面スラブを採用

しており、床の厚さの一番薄い箇所が約５．５㎝であることが判明した。 

・ 設計当初は、この厚さでも地震時において、水平伝達耐力（剛床）が成

立するものとされていたが、新耐震基準の下では、約１３㎝～１５㎝の厚

さが一般的であることから、水平伝達耐力の不足を補うために床の補強が

必要である。 

【【【【梁梁梁梁のののの強度強度強度強度についてについてについてについて】】】】    

・ 耐震診断における構造計算上、本庁舎の梁は幅が狭いことから、柱より

も梁が先行して破壊する箇所があるため、建物強度の不足を補うために梁

の補強が必要である。 
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２２２２    今後今後今後今後のののの対応対応対応対応についてについてについてについて                                                                                                                    

  大地震時における来庁者及び職員の安全確保、行政機能及び議会機能の

維持、庁舎機能の保全のため、耐震改修促進法で求める必要な耐震性能を

満たすための耐震改修工事を実施する。 
 

（（（（１１１１））））    工法選定工法選定工法選定工法選定のののの基本的基本的基本的基本的考考考考ええええ方方方方    

    本庁舎の耐震改修工事については、基礎的な耐震性能を補うととも

に床及び梁の補強も必要であるため、設計及び施工について高度な技

術力と施工性が求められる。近年、耐震改修工法の技術が進歩し、多

様化が進んでいることから、予め工法の特定はせず、本庁舎に最も適

した工法を選定するため、民間の優れた技術提案を求める公募型プロ

ポーザル方式で工法及び業者選定を実施する。 

 

（（（（２２２２））））    発注方法発注方法発注方法発注方法    

発注方法は、設計・施工一括発注方式とする。この発注方式は、設

計と施工を一括発注することにより、業者固有の施工技術、特許等の

新技術・新工法を活用できること、同時検討によるコスト縮減や工期

短縮、施工計画を考慮した設計による責任の一元化などのメリットが

あり、国の「官庁施設における耐震改修事業実施ガイドライン」にお

いて、耐震改修工事に適した発注方式として推奨されている。 
 

（（（（３３３３））））    耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能のののの要求水準要求水準要求水準要求水準    

    耐震性能については、広く提案を求めるという意味で、「大地震動に

より、構造体の部分的な損傷は生じるが、建物全体の耐力の低下は著

しくなく、人命の安全確保が図られる」Ｉｓ値０．６以上かつＣＴｕ・

ＳＤ値０．３以上を公募型プロポーザル方式における技術提案の要求

水準とする。 

 

（（（（４４４４））））    事業費事業費事業費事業費    

    契約上限額を１０億円（消費税及び地方消費税を除く）とし、公募

型プロポーザル方式の募集を実施する。※※※※(6)(6)(6)(6)及及及及びびびび(7)(7)(7)(7)のののの費用費用費用費用をををを除除除除くくくく 
 

（（（（５５５５））））    事業予定事業予定事業予定事業予定    

事業予定は、平成２６年度に公募型プロポーザル方式で工法及び業

者を選定し、２か年継続により、平成２７年度に実施設計、平成２８

年度に工事着手、完成を目指す。 
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【【【【主主主主なななな予定予定予定予定一覧一覧一覧一覧】】】】    

年年年年    月月月月    内内内内    容容容容    

平成平成平成平成２６２６２６２６年年年年    ９９９９月月月月    公募型公募型公募型公募型プロポーザルのプロポーザルのプロポーザルのプロポーザルの募集募集募集募集・・・・公告公告公告公告    

〃〃〃〃            １０１０１０１０月月月月    一次審査一次審査一次審査一次審査    

平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年    １１１１月月月月    二次審査二次審査二次審査二次審査（（（（ヒアリングヒアリングヒアリングヒアリング））））    

〃〃〃〃                ２２２２月月月月    最優秀提案者最優秀提案者最優秀提案者最優秀提案者のののの選定選定選定選定    

〃〃〃〃                ３３３３月月月月    予算上程予算上程予算上程予算上程（（（（２カ２カ２カ２カ年継続費年継続費年継続費年継続費））））    

〃〃〃〃                ４４４４月月月月    仮契約仮契約仮契約仮契約    

〃〃〃〃                ６６６６月月月月    本契約本契約本契約本契約（（（（６６６６月議会上程月議会上程月議会上程月議会上程））））    

〃〃〃〃                ７７７７月月月月～～～～    実施設計実施設計実施設計実施設計    

平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年    ４４４４月月月月～～～～    耐震工事耐震工事耐震工事耐震工事    

    

（（（（６６６６））））    仮設庁舎仮設庁舎仮設庁舎仮設庁舎のののの建設建設建設建設（（（（リースリースリースリース））））    

    本庁舎の耐震改修工事については、事前調査により、床及び梁の補

強も必要となることが判明していることから、部分的な仮移転が絶対

条件となる。そのため、耐震改修工事に先立ち、仮設庁舎を建設（リ

ース）し、工事の安全性及び効率性の確保に努める。 

    なお、仮設庁舎については、庁舎機能及び経済性等の観点から継続

使用を前提に検討する。 

 

（（（（７７７７））））    老朽設備等老朽設備等老朽設備等老朽設備等のののの更新更新更新更新もももも同時検討同時検討同時検討同時検討    

                耐震改修工事の施工範囲は、、、、庁舎全体に及ぶ可能性があるため、耐

震改修工事と同時施工することが合理的かつ効率的であると考えられ

る老朽設備等の更新工事も同時検討する。※※※※空調工事空調工事空調工事空調工事////約約約約 1.51.51.51.5 億円億円億円億円をををを検討検討検討検討    

    

（（（（８８８８））））    市内業者市内業者市内業者市内業者のののの受注機会受注機会受注機会受注機会のののの確保及確保及確保及確保及びびびび活用活用活用活用    

    公募型プロポーザルの参加資格要件として、市内業者を構成員とす

る共同企業体を結成することを条件とする。また、地域経済活性化の

ために、特殊技術を要しない工事や資機材の購入等について、市内業

者を活用することの提案を求める。 
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３３３３    将来将来将来将来をををを見据見据見据見据えたえたえたえた建替建替建替建替えのえのえのえの検討検討検討検討についてについてについてについて                                                             

  本庁舎は、昭和４４年に建設され４４年が経過したが、耐震診断のコン

クリート試験結果は、非常に良好であったことから、耐震改修工事を実施

することにより、鉄筋コンクリート造の標準的な耐用年数である６０年間

の使用は十分可能であると判断できるため、概ね平成４１年（２０２９年）

までを目途に本庁舎を使用する。 

  なお、将来を見据えた建替えについては、総合計画後期基本計画（平成

２８年度～平成３２年度）において位置づけ、検討していくものとする。 
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